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文化財施設建設基本設計委託業務  特記仕様書 

 

１、業務概要 

（１）業務名称：文化財施設建設基本設計委託業務 

（２）設計施設概要 

１）施設名称：文化財ミュージアム拠点施設 

建設場所：パーラー桃太郎跡地（字大留 158-２・158-11・164-１・164-９・166-３） 

敷地面積：4,974.184 ㎡ 

主要機能：文化財保管収蔵・展示、情報発信機能・ガイダンス機能、調査研究・学習

機能、地域交流機能  

２）施設名称：文化財ミュージアム重文保管展示・御遺骨安置施設 

建設場所：史跡勝山館跡（字勝山 429-５、勝山館跡ガイダンス施設横を想定） 

敷地面積：約 500 ㎡ 

主要機能：重要文化財収蔵展示、アイヌ御遺骨安置 

３）施設名称：勝山館跡ガイダンス施設 別当トイレ（改修整備） 

  建設場所：史跡勝山館跡（字勝山 520-54、既存トイレ箇所を想定） 

  敷地面積：約 200 ㎡ 

主要機能：トイレ（男女・ユニバーサルブース） 

（３）履行期間：契約締結日の翌日から令和９年３月 30 日まで 

（４）設計委託費の上限：４５，９１４，０００円（消費税を含む。） 

（５）設計与条件 

１）敷地の条件 

①上ノ国町文化財ミュージアム拠点施設 

項目 敷地 

住所表記 上ノ国町字大留 158-２・158-11・164-１・164-９・166-３ 

敷地面積 4,974.184 ㎡ 

 

②文化財ミュージアム重文保管展示・御遺骨安置施設 

項目 敷地 

住所表記 上ノ国町字勝山 429-５ 

敷地面積 約 500 ㎡ 

 

③勝山館跡ガイダンス施設 別棟トイレ（改修整備） 

項目 敷地 

住所表記 上ノ国町字勝山 520-54 

敷地面積 約 200 ㎡ 
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２）都市計画・地域地区等 

①上ノ国町文化財ミュージアム拠点施設 

項目 内容 

区域区分 非線引き都市計画区域（用途地域の定めのない区域） 

用途地域  指定なし 

容積率  200%（北海道建築基準法施行細則による。） 

建ぺい率  60%（北海道建築基準法施行細則による。） 

防火地域  指定なし（建築基準法 22 条区域（屋根不燃化等）の指定に

留意。） 

日影規制 指定なし 

道路斜線  1.25 道路境界線からの勾配。 

隣地斜線 1.25 立ち上がり 20m を超える部分に適用 

浸水予測  0.5m〜3.0m 未満の浸水予測地域 

 

②文化財ミュージアム重文保管展示・御遺骨安置施設 

③勝山館跡ガイダンス施設 別棟トイレ（改修整備） 

項目 内容 

区域区分 非線引き都市計画区域（用途地域の定めのない区域） 

用途地域  指定なし 

容積率  200%（北海道建築基準法施行細則による。） 

建ぺい率  60%（北海道建築基準法施行細則による。） 

防火地域  指定なし（建築基準法 22 条区域（屋根不燃化等）の指定に

留意。） 

日影規制 指定なし 

道路斜線  1.25 道路境界線からの勾配。 

隣地斜線 1.25 立ち上がり 20m を超える部分に適用 

浸水予測  指定区域外 

その他 国指定史跡勝山館跡（文化財保護法）、檜山道立自然公園 

 

３）施設の条件 

延床面積：①上ノ国町文化財ミュージアム拠点施設 約 1,000 ㎡ 

②文化財ミュージアム重文保管展示・御遺骨安置施設 約 100 ㎡ 

③勝山館跡ガイダンス施設 別棟トイレ（改修整備） 約 30 ㎡ 

主要構造：提案による 

耐震安全性の分類：耐震安全性の分類は次のとおりとする。 

ａ 構造体 Ⅰ類 

ｂ 建築非構造部材 Ａ類 

ｃ 建築設備 甲類 
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４）建設の条件 

①予定工事費 ９００，０００千円程度 

（建築本体工事及び外構工事、備品等を含む・消費税込み） 

②予定建設工期 令和 10年４月～令和 12年３月 

５）設計与条件資料 

・上ノ国町文化財ミュージアム建設基本構想（令和８年３月策定） 

６）配置予定技術者 

①管理技術者：次に掲げるすべての要件に該当する者であること。 

・「建築士法」（昭和 25 年法律第 202 号 以下同じ）第２条第２項に規定する一級建

築士の資格を有する者であること。 

・設計共同企業体の代表者の組織に属している者であって、各主任担当技術者と兼任

しない者であること。 

②主任担当技術者 

担当技術者の中から、建築（総合）、建築（構造）、電気設備、機械設備の各部門の

責任者として、次に掲げる要件に該当する者を、各主任担当技術者として１名ずつ選

定し配置すること。 

・建築（総合）主任技術者要件 

管理技術者及び他の主任担当技術者と兼任しない者であること。 

※ 本業務の実施に当たっては、プロポーザル申込時に提出した資料に記載した配

置予定の管理技術者及び主任技術者を原則として変更することはできない。ただ

し、疾病、死亡、退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、同等以

上の技術者であるとの承諾を発注者から得るものとする。 

 

２、業務仕様 

本特記仕様書に記載されていない事項については、「公共建築設計業務委託共通仕様書」（国

土交通省）によるものとする。 

（１）一般業務の範囲 

・建築（総合）基本設計に関する標準業務 

・建築（構造）基本設計に関する標準業務 

・電気設備基本設計に関する標準業務 

・機械設備基本設計に関する標準業務 

（２）業務内容 

１）設計条件等の整理 

【条件整理】 

耐震性能や設備機能の水準など発注者から提示される様々な要求その他の諸条件を設

計条件として整理すること。 

【設計条件の変更等の場合の協議】 
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発注者から提示される要求の内容が不明確もしくは不適切な場合又は内容に相互矛 

盾がある場合若しくは、整理した設計条件に変更がある場合においては、発注者に説明

を求め、又は発注者と協議すること。 

２）法令上の諸条件の調査及び関係機関との打合せ 

【法令上の諸条件の調査】 

基本設計に必要な範囲で、建築物の建築に関する法令及び条例上の制約条件を調査する

こと。 

【建築確認の申請に係る関係機関との打ち合わせ】 

基本設計に必要な範囲で、建築確認申請を行うために必要な事項について関係機関と事

前に打ち合わせを行うこと。 

３）上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打ち合わせ基本設

計に必要な範囲で、敷地に対する上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況を調査し、

必要に応じて関係機関との打ち合わせを行うこと。 

４）基本設計方針の策定 

【総合検討】 

設計条件に基づき、様々な基本設計方針案の検証を通じて、基本設計をまとめていく考

え方を総合的に検討し、その上で業務体制、業務工程等を立案すること。 

【基本設計方針の策定及び発注者への説明】 

総合検討の結果を踏まえ、基本設計方針を策定し、発注者に対して説明すること。 

５）基本設計図書の作成 

基本設計方針に基づき、発注者と協議の上、基本設計図書を作成すること。 

６）概算工事費の検討 

基本設計図書の作成が完了した時点において、当該基本設計図書に基づく建築工事に通

常要する費用を概算し、工事費概算書を作成すること。 

７）基本設計内容の発注者への説明等 

基本設計を行っている間、発注者に対して作業内容や進捗状況を報告し、必要な事項に

ついて発注者の意向を確認すること。また、基本設計図書の作成が完了した時点におい

て、基本設計図書を発注者に提出し、発注者に対して設計意図及び設計内容の総合的な

説明を行うこと。 

（３）その他業務の内容及び範囲 

・透視図作成 

・日影図の作成 

・概略工事工程表の作成 

・リサイクル計画書の作成 

・総合的な環境保全性に関する検討、評価資料（CASBEE による自己評価） 

・上ノ国町文化財ミュージアム建設委員会への出席、議事録の作成 

・建設委員会、町民、議会等への説明等に必要な資料の作成（法令に基づくものを除く）

及び説明が必要な場合の出席 
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・必要に応じて文化庁との協議への参加 

・活用可能な補助金について検討し、交付申請手続きの支援 

（４）業務の実施 

１）一般事項及び基本方針 

・提示した設計与条件及び適用基準等によって行い、関係法令に適合すること。 

・予定工事費を超過しないよう設計を行い、建設コスト及びライフサイクルコストの縮

減を図るよう考慮すること。 

・敷地の環境条件、用途、規模等を総合的に考慮し、省エネルギー化を図ること。 

・保全業務が効果的に行われるよう、仕上げ材料の耐久性および対汚染性、容易な維持

管理等を考慮すること。 

・隣接する勝山館跡との一体的なつながりを考慮した外構計画を考慮すること。 

・隣接道路、隣地、隣家との関係及び雨水排水等の放流先を調査すること。 

・ユニバーサルデザインに配慮し、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律」（平成 18 年法律第 91 号）に基づく基礎的、誘導的基準に適合するよう考慮

すること。 

・日照、通風の確保および騒音、振動の防止、周辺道路の交通障害を考慮すること。 

・近隣住居や搬入路等を考慮した仮設計画および工程計画とすること。 

・積雪寒冷地における雪及び凍害対策を施すこと。 

・耐震性能（建築構造、仕上げ、建築設備）を確保すること。 

・出水、火災等に対する安全性を図ること。 

・「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成 12 年法律第 104 号）及び

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年法律第 137 号）等を考慮し、再

利用化、再資源化を図ること。 

・リサイクル製品の利用を考慮すること。 

・地場産材の利用を考慮すること。 

・地中埋設物等の有無の調査を行い、適切な処置を講ずること。 

・埋蔵文化財調査に配慮すること。 

・工法、名称、品質区分等は適用基準等及び建築学会基準によるものとし、必要に応じ

その旨を表示すること。 

・設計の一部を外部に委託する場合は、委託契約書を締結し、契約書の写しを提出する

こと。 

・受託者は、業務上知り得た内容について外部に漏らしてはならない。 

２）提出書類（５の成果物を除く） 

各１部を提出すること。なお、契約書以外の様式は任意とする。 

①契約時 

・重要事項説明書 

・建築士法第 22条の３の３に定める記載事項 

・契約書 
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・契約保証書 

・管理技術者通知書 

・管理技術者の経歴書 

・主任担当技術者通知書 

・主任担当技術者の経歴書 

②着手時（契約締結後 14 日以内） 

・着手届 

・業務計画書 

・業務工程表 

③必要時 

・再委託業者選定報告書（会社概要・委託業務内容・担当者資格等含む） 

・再委託届（該当する場合・契約書の写しを含む） 

・業務打合簿 

・履行報告書（毎月定期報告） 

④業務完了時 

・完了届 

・委託業務成果物引渡し書 

・請求書 

３）打ち合わせ及び記録 

打ち合わせは次の時期に行い、速やかに記録を作成し、監督員に提出すること。 

a 業務着手時 

b 監督員又は管理技術者が必要と認めた時 

c その他必要が生じた時 

４）検査 

・業務が完了した時は、業務完了届を提出するとともに、成果品を提出し、発注者の検

査を受けること。 

・業務完了期限前であっても、発注者があらかじめ成果品の提出期限を指定した場合に

は、その指定する期限までにその時点における成果品を提出し、検査を受けること。 

５）適用基準等 

特記なき場合は、国土交通大臣官房官庁営繕部が制定又は監修した最新のものとする。 

①共通 

・官庁施設の基本的性能基準 

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 

・官庁施設の環境保全基準 

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 

・官庁施設の防犯に関する基準 

・官庁施設の設計段階におけるコスト管理ガイドライン 

・公共建築工事積算基準 
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・公共建築工事共通費積算基準 

・公共建築工事標準単価積算基準 

②建築 

・建築工事標準詳細図 

・建築工事設計図書作成基準 

・敷地調査共通仕様書 

・建築鉄骨設計基準 

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

・木造建築工事標準仕様書 

・建築設計基準 

・建築構造設計基準 

・建築非構造部材の耐震設計指針 

・構内舗装・排水設計基準 

・擁壁設計標準図 

③建築積算 

・公共建築数量積算基準 

・公共建築工事積算基準 

・公共建築工事見積標準書式（建築工事編） 

・公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編） 

・建築工事内訳書作成要領（建築工事編） 

④設備 

・建築設備計画基準 

・建築設備設計基準 

・建築設備工事設計図書作成基準 

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

⑤設備積算 

・公共建築設備数量積算基準 

・公共建築工事見積標準書式（設備工事編） 

・公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編） 

・建築工事内訳書作成要領（設備工事編） 

６）貸与品等 

①貸与品：既存敷地調査資料 

②貸与及び返却場所：上ノ国町教育委員会 

③貸与時期：委託契約締結後 

④返却時期：委託契約完了時 
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７）部分引渡しの指定部分：別途協議 

８）成果物の提出場所：上ノ国町教育委員会 

９）成果物の取扱いについて 

提出された CAD データについては必要な範囲内において、町民・議会への説明等に使用

することがある。 

10）設計に係る著作権について 

当該設計に係る著作権は、上ノ国町に帰属する。 

11）軽微な変更について 

設計条件・設計図書に関しての軽微な変更については、約款の規定にかかわらず、業務

委託料及び履行期間の変更は無いものとする。 

 

（５）成果物 

成果物 内容 部数(原図) 

建築（総合） 

計画説明書   A4／１部 

建築計画概要書 建物概要、配置計画、動線計画、意匠計画（仕上概要表

を含む）、景観計画、色彩計画、セキュリティ計画、防

災計画、外構計画、植栽計画、雨水排水計画（雨水浸透

試験結果を含む）、工程計画、仮設計画、法令等摘要計

画（各室面積検討を含む）、その他実施設計に必要な基

本的事項を決定するための資料及び検討書 

A1／各１部 

A3／各１部 

建築基本設計図  面積表及び求積図、敷地案内図、配置図、各階平面図、

立面図、断面図 

工事費概算書   A4／各１部 

各種技術資料  

建築（構造） 

構造基本計画書  基本方針、仕様概要  A1／各１部 

A3／各１部 構造計画概要書  計画図、その他実施設計に必要な基本的事項を決定する

ための資料及び検討書 

工事費概算書   A4／各１部 

各種技術資料  

電気設備 

現地調査書   A4／１部 

電気設備 

基本計画概要書 

電気設備計画概要、電気設備方式選定検討書、概略計算

書、防災設備計画書、その他実施設計に必要な基本的事

項を決定するための資料及び検討書 

A1／各１部 

A3／各１部 

電気設備基本設計図  

工事費概算書   A4／各１部 
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成果物 内容 部数(原図) 

各種技術資料  

機械設備 

現地調査書   A4／１部 

機械設備 

基本計画概要書 

機械設備計画概要、機械設備方式選定検討書、概略計算

書、防災設備計画書、その他実施設計に必要な基本的事

項を決定するための資料及び検討書 

A1／各１部 

A3／各１部 

機械設備基本設計図  

工事費概算書   A4／各１部  

各種技術資料  

外構 

現地調査書   A4／１部 

外構 

基本計画概要書 

外構計画概要、外構計画方式選定検討書、概略計算書、

その他実施設計に必要な基本的事項を決定するための

資料及び検討書 

A1／各１部 

A3／各１部 

外構基本設計図  

工事費概算書   A4／各１部  

各種技術資料  

追加業務 

透視図  外観２種（鳥瞰・目線高）、内観２種  A3／各１部 

日影図   A4／各１部  

概略工事工程表   

リサイクル計画書  

CASBEE 自己評価  

その他議事録等報告

書 

 

・原図類は、ケースに入れて提出すること。 

・電子データ類は、ＣＤ－Ｒ に保存して提出すること。 

・複写（コピー）版の部数は協議とする。 

・業務に関する事項について電子データを提出する際には、必ずウィルス対策を実施した上で提 

出すること。 

 


